












































































































































































































































































































































































労働投入（e＊） eFB 0 eFB eFB－（C2－C1）／2
1次関数的報奨率（s＊） 一 0 1 1－（C2－Cl）／（2eFB）
マネジメソトの事前的な
咜ﾒ目標数値［E（A＋P）］（Cl＋C2）／2－eFB／2（Cl＋C2）／2 C2－eFB／2C2－eFB／2－（C2－Cl）2／（8eFB）
最善策と比べて期待され
驛}ネジメントの財務面
ﾅの短所 『
eFB／2 （C2－Cl）／2（C2－C1）／2－（C2－C、）2／（8eFB）
出典：Pfaff，　D．，“Der　Wert　von　Kosteninformationen　fUr　die　Verhaltenssteuerung　in　Untemehrnen”，　in：ZfbF，
　　Sonderheft　34．，1995，　S．140．
　上記の表に示されている数値により，固定賃金支払の場合にはアドバース・セレクションが解決さ
れるがモラル・ハザードが発生し，費用配分の「受渡」の場合にはモラル・ハザードが完全に解決さ
れるがアドパース・セレクションが解決されずに残るという見解が表明されている28。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－319一
　最適な1次関数的次善策の場合には，次の数式が導出されている。
　　　原価引下のための最適水準（数式（17）に基づく）：e＝s・eFB　　　　　　　　　　　　（19）
　　　数式（16）においてeをs・eFBに代えると：le　・・s・　C，一（s2eFB）／2　　　　　　　　　　（20）
　　　（15）への（19）（20）の投入により導出された最適報奨率：s＊＝1－［C2－C1］／［2eFB］　　（21）
（20）（19）への（21）の投入により，他の意思決定変数々およびeの最適な特徴が明らかにされている。
　　　ん＊＝C2［1－（C2－C1）／（2eFB）コ＋（C2－C1）／2－（C2　一　Ci）2／（8eFB）一　eFB／2　　　　　　　　　　　（22）
　　　e＊＝　eFB－（C2－C1）／2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
　以上の数式の導出により，マネジメソトの目標関数へe＊，々＊およびS＊の特徴が投入され，次善策
の状況におけるその期待目標価値が明らかになると述べられている。
　　　E（A＋P）＝C2－eFB／2－（C2　一　Cl）2／（8eFB）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
　以上，次善策に関するPfaffの検討結果および展開を明らかにした。
3　原価情報の需要に対するモデルの意義
①完全な原価情報の価値
　ここまでのモデルを用いた論証に関して簡潔に要約されている。それは以下の通りである29。
　　i）このモデルの仮定から次のようなモラル・ハザード問題とアドバース・セレクショソ問題が
　　　　結果として出てくる。すなわち，この問題は同時に発生し，最善策が達成不可能になる。
　　ii）1次関数的報奨システムに基づいて限定される場合，最適な次善策はもはや報奨率の変化を
　　　　通じて改善されない。
　この要約を踏まえて，情報入手による結果の改善が必要視されている。その情報戦略は次の通り区
分されている30。
　　a）原価引下処置（のに関する情報入手
　　b）内的原価（のに関する情報入手
　Pfaffはこの2つの情報入手をいずれも原価情報の需要と解釈し，どちらか一方への限定を可能と
みなしている。この限定を前提として，b）に関して検討を試みているのである。その際，完全な情
報，つまりマネジメントが情報入手によって確実にCを識別可能である場合の価値と，不完全な情
報，つまり内的原価への確実な逆推論が不可能である場合のそれとが区分されて，導出されている。
なお，不完全な情報の場合に，実際的なCの存在する領域を限定することが前提とされている。すな
わち，情報の結果として単に2つの原価領域，［C1，　CI］および［CI，　C2］，ただしC1＜CI＜C2，が
考慮されることになるのである。
　まず前者，つまり完全な情報の価値が算定されている31。
　情報価値（WI）はリスク中立状態の場合のマネジメントに対して，定義に即して次の差異に等し
いことが述べられている。すなわち，情報なしで意思決定した場合の費用および報奨の期待価値と，
情報をもって意思決定した場合の費用および報奨の期待価値（情報コスト控除以前のそれ（vor　Ab・
一　320　一
zug　von　Informationskosten））との差異である。これは，次のように表されている。
　　　WI＝E（A＋、P）－EI（A＋1））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
　この数式に関して，E（A＋P）は上記方程式（24）で既に引き出されている。　Pfaffは，これが恒常
的な有効性を持つと位置付けている。このとき，マネジメソトが情報入手を通じてCの実際的価値を
識別しようとするならば，各々の情報に関して，最善策が不確かな費用配分の受渡を通じて達成され
得る点が示されているのである。さらに，事前に期待される目標数値EI（A＋P）は，表1において
最善策の下で挙げられている解決策と指摘されている。すなわち，
　　　EI（A＋P）一（C、＋C2）／2－eFB／2　　　　　　　　　　　　　　（26）
　Pfaffは（24）から（26）を引くことによって，完全な情報の価値を得られると結論付けている。
　　　四（1＝｛c｝ただし（mit）c∈［C1，　C2］）＝（C2　一　Ci）／2－（C2－C1）2／（8eFB）　　　　　　（27）
　以上により導出された完全な原価情報の価値は，常にプラスであることが確認されている32。
②不完全な原価情報の価値
　完全な原価情報の価値の導出に伴い，次の点が疑問視されている33。すなわち，実務において内的
原価への確実な逆推論が可能か否かである。さらに，完全な情報のコストが，マネジメントにとって
損になるほど高いという可能性も顧慮されている。この点を踏まえて，次の検証の必要性が主張され
ている34。すなわち，はたして，またどのような条件下で，不完全な情報システムの価値もまたプラ
スになるのか。また，内的原価の価値領域を2つの任意の部分（［CI，　C1コおよび［CI，　C2］，ただし
C1＜CI＜C2）に分けることを示すシステムが考察される場合，その両方の領域のどこにcの実際的
価値が存在するのか。そのときcがより低い原価領域，すなわち［C1，α］に置かれるという先験的
な確率（apriori－Wahrscheinlichkeit）は（C∬－C1）／（C2－C1）と示されている。より高い領域に存在
するための先験的な確率は（C2－CI）／（C2－C1）と述べられている。以上に鑑みて，マネジメントが
情報をもって意思決定する場合の費用および報奨の期待価値は次のように提示されている。
　　　EI（A＋P）＝［CI－　CI2／（8eFB）－eFB／2－C12／（8eFB）＋（C，CI）／（4eFB）］
　　　　　　　　　［（CI－C1）／（C2－C1）］＋［C2－C22／（8eFB）一　eFB／2－
　　　　　　　　　CI2／（8eFB）＋（CIC2）／（4eFB）］［（C2－CI）／（C2－C1）］　　　　　　　　　　　　　　（28）
　前述の方程式（24）からこれを引くことにより，不完全な情報の価値が得られるとされている。
　　　WI（1＝｛［C1，　CI］，［CI，　C2］｝）＝C2＋3［CI2－CIC，－CIC2＋ClC2］／（8eFB）一
　　　　　　　　　　　　　　　　　［C2（C2－CI）＋C1（CI－　C1）］／（C2－C1）　　　　　　　　　（29）
　この不完全な情報の価値に対して，Pfaffは次の点に言及している35。すなわち，　CJによるWJの
導出を通じて，当該価値が所与の仮定の下においてプラスとなり，原価領域の等分に対して（fttr　die
Halbierung　des　Kostenbereichs），っまりCI＝（C1＋C2）／2に対して最大となることが証明可能と位
置付けられている。また，CIがC1およびC2へ接近する（CI→Ci　und　CI→C2）ときの情報価値が
その時々に0へ向かって行くこともまた検証可能と述べられている。
　以上の情報価値に関する検討の結果を，Pfaffは次のように結論付けている36。
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　　　「内的原価の高さに関する追加的な情報の調達は，予想されるマネジメントの目標数値を改善
　　　可能なのである。情報コストが十分に低く仮定されているならば（情報コストく情報価値），
　　　情報の無視できない需要は（ein　nichttrivialer　Bedarf），既にそれをもって観察可能である費
　　　用を越えて生じるのである。原価数値としてCの目的にかなった定義と結びついて，この需要
　　　（Bedarf）は原価情報への需要（Nachfrage　nach　Kosteninformationen）と解釈することがで
　　　きる。その際，費用数値以上に勝る情報が問題でなければならないので，費用と原価との区分
　　　は概念上ばかりではなく，内容に関してもまた正当化されると思われる。」
　完全な場合および不完全な場合の原価情報の価値が，ここまで詳細に検討された。Pfaffは，この
検討結果の有効性をコミュニケーショソが阻止されているという仮定を取り除いた場合に関して吟味
している。それを踏まえてここまでの抽象的な結果の含意を示し，さらに原価計算における計算方法
に関するつながりを確立すること（herzustellen）が試みられているのである。
4　モデルに基づく結果の拡張と判断
①情報需要に及ぼす影響と判断
　Pfaffは，コミュニケーショソをもって意思決定する場合，基本理念に変化の無いことを示すため
に，以下の証明を試みている37。すなわち，モラル・ハザードとアドバース・セレクショソとの相反
関係が得られること，したがってまたこの場合にも，次善策のみが可能であることである。
　コミュニケーションの著しい長所が指摘されている。すなわち，マネジメントが報告に応じて様々
な契約形態（Vertragsgestaltung）を供することが可能なことである。また，顕在化の原理（Revela－
tion　Principle）38に基づき，最適な次善策を導出する場合，ありのままの報告が導く契約形態に限定
することが可能とされている。以上に基づき，P1は次のように変化させられている。
プログラムP3
?
1レfinΣ‘＝c・，　c2［々（の＋（1－s（の）（c－e（C））］0．5 （30）
　　　協調条件：k（¢）－s（ρ）（c－e（ρ））一レ（e（ρ））≧0，∀c，ρ　　　　　　　　　　　　　　　（31）
　　　インセソティブ付帯条件：ゾ（e（ρ））＝s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
　　　コミュニケーショソ付帯条件：
　　　　た（ρ＝c）－s（ρ＝c）（c－e（ρ＝c））一レ（e（ρ＝c））≧
　　　　彦（ρ≠c）－s（ρ≠c）（c－e（ρ≠c））一レ（e（q≠c）），∀c，ρ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）
　その際，cは代理人から報告される内的原価の高さを示し，コミュニケーション付帯条件は，‘に
関する正直な報告が常に代理人の利害のためになる保証をすると位置付けられている。
　この最適な1次関数的次善策によるP3の影響が吟味されている。内的原価が高い場合（c＝C2）
には，代理人は嘘をつくためのインセンティブを持たないので，報告C2をもって代理人に（以下，
C2代理人と称する）完全な費用リスクの委任，つまりs（ρ＝C2）＝1での契約が供されることが可能
一322一
とされている。C2代理人はこの契約を承認し，最善の労働投入eFBを提供すると示されている。こ
れに対して，Cl代理人にこの契約を供しえないと提示されている。その理由として，　C1代理人がC1
に代えてC2を報告し，次いでeFBに代えてただ6Fザ（C2－C1）のみを提供するというインセソティ
ブをもつ可能性が挙げられている。しかし，Pfaffは，マネジメソトがありのままの報告を引き出す
方法として，C1代理人に情報報奨を支払う場合を考慮している。すなわち，
　　　1P＋eFB／2＋E（A＼　q＝C1）一（Cl－　eFB）－eFB／2＝
　　　eFB／2十E（A、＼　ζコ＝：C2）一（C2　一　eFB）一［eFB－（C2－C1）］2／2eFB　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
　その際，1P≧0が算定されるべき情報報奨を示し，　eFB／2が固定給の中で賃金が支払われる作業努
力を示すと述べられている。さらに，E（A＼g＝Ci）ないしはE（A＼g＝　C2）が報告に基づいて予想
される，固定給の要素としてのコストを示し，（C一eFB）ならびに（C2－eFB）が実際の（C1代理人
により）予想されるコストを，そしてeFB／2ならびに［eFB－（C2－C1）］2／2eFBがその時々に実務に生
じる作業努力を示すと解説されている。固定給の中で支払われるコストが，代理人によって実際に予
想されるコストと一致することから，情報報奨は報告が歪められた場合の作業努力間の差異と示され
ている。固定給の中で支払われた作業努力と実際のそれとの差異と提示される。
　　　IP＝eFB／2－［eFB－（C2－C1）］2／2eFB　＝（C2－C1）（1－（C2－C1）／2eFB）　　　　　　　　　　　　　　　（35）
　差異（C2－C1）により，情報報奨が情報入手によって明らかに削減可能であると述べられている。
　他方，次善策に関して以下が問題とされている。すなわち，マネジメントが代理人に最小効用の高
さの固定給を，その報告に左右されずに支払うならば，eFB－（eFB2／2eFB）＝　eFB／2の高さの原価引下
が実現されない短所をこうむる。しかし同時に，情報報奨を節約するという長所が指摘されている。
これにより，PfaffはeFB／2＜1Pに対して解決ee　s＝1がいかなる場合においても劣ると述べている。
つまり，コミュニケーショソなしで意思決定する場合のごとく，費用と報奨の期待価値が最小になる
労働投入の選択が取り上げられているのである。変動する報奨率の場合，関連性
　　　り〆（e）＝e／eFB＝s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
の考慮の下に次の数式が生じる。
　　　1P＋e12／（2eFB）＋（e1／eFB）［E（A＼C1）一（C1　一　e1）］－ei2／（2eFB）＝
　　　e22／（2eFB）＋（e2／eFB）［E（A＼C2）一（C2　一　e2）］一［e2－（C2－C1）］2／2eFB　　　　　　　　　　　　（37）
　その際，elとe2はC1代理人ないしはC2代理人の原価引下を示すと述べられている。さらに，歪
められた報告の場合に報奨の支払われた作業努力と実際に生じるそれとの差異が示されている。
　　　IP（e2）＝e22／（2eFB）一［e2－（C2－C1）］2／2eFB＝
　　　　　［（C2－C、）／eFB］（e2－（C2－C、）／2）
これを踏まえて，費用を報奨の最小化すべき期待価値に関して記述されている。
　　Min　E（A＋P）＝［C1－el＋ei2／（2eFB）＋（（C2－C1）／eFB）
　　　（e2－（C2－C1）／2）］0．5＋［C2－e2＋e22／（2eFB）］0．5
（38）
（39）
Pfaffによれば，この式をelおよびe2に応じて部分的に算定し，その時々に各々0に等しくするな
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らば，わずかな変形により，両方の変数に対する最適な次善策の特徴が明らかになる。
　　　el＊＝eFB　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）
　　　e2＊＝＝　eFB－（C2　－C1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）
　Pfaffは以上を踏まえて，最適な次善策の効率のよい原価引下（労働投入）と情報報奨とを比較考量
している。費用と報奨支払の期待価値最小化のために，マネジメソトにとって次の情報報奨削減が好
都合と位置付けられる。すなわち，内的原価が高い場合に必要な労働投入のコ1トに基づく削減であ
る。これに対して，低いc（＝C1）の場合，常に最善の原価引下が可能と示されている。理由として，
C1代理人の情報報奨はe2のみに左右され，　elには左右されないと挙げられている。
　（39）への（40）（41）の投入により，コミュニケーションをもって最適な意思決定をする場合の費用
と報奨の期待価値が得られると指摘されている。すなわち，
　　　E（A＋P）min＝C2－（C2－C1）2／（2eFB）一（eFB／2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
　ここから最善状況における期待価値を引くこと，つまり（C1＋C2）／2－eFB／2には完全情報の価値
が生じると述べられている。
　　　WI（1＝｛c｝）＝（C2－C1）／2－（C2－C1）2／（2eFB）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
　以上，コミュニケーショソがある場合の意思決定に関する検討を明らかにした。
②含意と制約事項
　原価情報に関して，Pfaffはモデルにおける追加的データの意味付け，関連性，通常の文献におけ
る原価計算，および原価計算がcに関する情報をどのように準備可能なのかを吟味している39。
　数式（1）A＝c＋w－eが考慮される際，偶発パラメーターwの存在により，逆推論が不可能となる
ことが取り上げられている。このとき，原価計算の任務はC－eに基づく逆推論を可能とするためA
からの偶発的影響を除外するものと意味付けられている。つまり，統制不可能な偶発的事象を観察可
能な費用から区分することが強調されている。このことから，複数期間の場合，中央は当該領域の一
期間一期間の原価状況を多く把握でき，したがってまた時の経過の中で取替可能な原価場所責任者を
強いて，よりよいイソセソティブ契約を達成することが可能とされる。
　モデルに基づく制約事項に関しては，本質的に，1）基本的モデルの一期間性，2）リスク配分問題
の排除ならびに3）1次関数的インセンティブ契約という前提から結果として出てくると述べられて
いる。2）および3）に関して，このことから基本的理念の侵害は予想しなくてよいと位置付けられて
いる40。1）に関して，Pfaffは同じ代理人による操業の継続の場合，どのような作用がモデル推進を
前提とするのかを検討している。そして次の2点を導出しているのである41。
　●　契約締結時点において，全ての数値に対して均等な（homogen）情報が存在する。内的原価
　　　に関して両方（中央と代理人）の意思決定者に次の情報のみが提示されている。すなわち，
　　　［C1，　C2］の中でcが等しく配分されていることである。契約開始後であり，さらに原価引下
　　　処置に関する意思決定前に，代理人は正確な原価の高さCを初めて知るのである（契約後
　　　（post　contract），意思決定前の情報非対称（pre　decision－Informationsasymmetrie））。これに
一　324一
　　対して元来のモデルにおいて，代理人は実際のCを契約締結前に既に知っているのである（契
　　約前の情報非対称（pre　contract－Informationsasymmetrie））。
●　「有限責任」に，会計（Rechnung）は次のことを通じて負担させている。すなわち，考えられ
　　　る各々のc∈［C1，　C2］に関して，特定の最小効用（ここでは0の高さ）が代理人に保証されな
　　　ければならないのである（garantiert　werden　muR）。かかる仮定は代理人の所得制限および財
　　産制限（Einkommens－und　Verm6gensrestriktionen）をもって理由付けられる。それに対し
　　　て，契約前の情報非対称の場合には，潜在的にこの種の制限は度外視されている。その結果，
　　予想最小効用の保証は協調性にとって既に間に合っているのである。
他の全ての仮定が侵害されないならば，プログラムP1からP3まで同じ結果を持って不変に生じ
ると結論付けられている。
V　むすび
　以上，Pfaffによる原価情報の内部制御への有用性に関する論理をその展開に即してみてきた。
Pfaffは，「個々の領域間に存在する結合」を強調した上で，そこに費用とは異なる原価の情報の必要
性を「調整」に関連して見出している。また，「エージェンシー・モデル」を使用することにより，
何故に原価特有の情報への需要が存在するのかが明らかにされている。すなわち，相反関係にあるイ
ンセンティブ問題情報の非対称性，正常でないものの排除という原価特有の情報に基づくものであ
る。
　この原価情報の有用性に関する論理では，「内部制御機能」が取扱われている。他方，Pfaffは，
JUrgen　Weberとの共同論攻“原価計算の目的？”42において，原価計算の意思決定機能への疑問を打
ち出している。その根拠としては，原価計算の意思決定支援機能が特定の選択状況の下でのみ当ては
まるという点，さらに意思決定に指向すると位置付けられた機会原価につき，それが原価計算システ
ムにより直接的には模写されないために原価計算の意思決定指向性を示さない点の2つが挙げられ
ている。
　Pfaffは，原価情報の機能として，意思決定支援機能を疑問視し，「内部制御機能」にその有用性を
見出している。しかし，この小論では，その検討結果のみを研究対象としたのではなく，Pfaffが行
論に際していかなる視角から原価情報の有用性を論理化し結論に至ったのかと，その論理手法もまた
吟味したわけである。
　このPfaffの論理基盤として第1に，まず財務数値の配分計算が挙げられる。「領域間の結合」の
存在を無視できないと位置付けられていることから，配分計算により算定された原価の情報がこg領
域間の「調整機能」を担いうるのである。第2に，原価そのものの在り方，すなわち，ドイッ商法
典第255条第2項により製作原価が規定されていることである。Pfaffはこの規定を根底に置くこと
により，原価の意思決定支援機能に対して批判的な見解を示し，その「内部制御機能」に対しては肯
定的な主張を展開したのである。
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　原価情報にこのような概念を付与することにより，原価情報の有用性は論理化・合理化されている
のである。すなわち，原価による内部制御が論理的に検証されたわけである。しかし他方では，外部
会計データによる内部制御が否定されている。この点からいえば外部会計データによる内部制御の批
判に意味があるともいえよう。
　しかし，Pfaffの論攻に関しては若干の問題点がある。原価情報に基づく意思決定を疑問視する際
のその論拠である。あらためてPfaffの論攻“Zur　Notwendigkeit　einer　eigenstandigen　Kosten－
rechnung”を取り上げ，この点を明らかにすることを今後の研究課題にしたい。
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